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1.はじめに

現在15の政令指定都市が存在するが､教職員採用

選考の実施形態は①単独実施②一部共同実施③共同

実施に分類することができる｡政令指定都市になる

と県と同等の権限を得ることができるといわれてい

るが､なぜ共同実施を行う自治体が存在するのだろ

うか｡また

人事権は政令指定都市に移譲されているわけである

が､採用試験を共同で行うことで県と市の人事異動

はどのように行われているのだろうか｡

そこで日本班では､共同実施を行っている広島市

と広島県を平成18年11月8日に訪ね､広島市教育

委員会と広島県教育委員会双方に対し教員人事政策

についてのインタビュー調査を行った｡本調査では､

あらかじめこちらで依頼した教員人事政策における

質問事項に回答ならびに解説をいただき､その後､

若干の質疑応答を行った｡本稿ではインタビュー調

査ならびに関連資料等に基づき､広島県と広島市の

教員人事政策の実態と特色について検討を行う｡

まず､広島県と広島市の概要を整理しておく｡広島

県の人口は平成18年10月1日現在で2,875,488人､そ

のうち広島市は1,157,846人である｡また､広島県全

体の人口密度は約339 (人/km2)であるのに対し､広

島市の人口密度は約1,279 (人/kn2)となっているo

広島県における公立小学校は582校設置されているが､

うち広島市に設置されているのは140校であり､県全

体の約24%､また公立中学校は広島県に250校あるの

に対し､広島市は63校と県全体の約25%を占めてい

る｡

資料1広島県内の市町村における学校数等の状況

(平成18年5月1日現在)

小字校 劔(h鬨ﾖB�

学校数 仆8什�B�生徒数 乂xﾕｩ�B�教員数 ��i6ｹ�B�

広島市 ��C�ﾕ｢�3.233人 塔rﾃ3����63校 ��ﾃcオ�ﾂ�28,300^ 

福山市 都易｢�1,450人 �#bﾃ鼎��ﾂ�マ8校 都sy�ﾂ�ll,489人 

呉市 鉄xﾕ｢�856人 ��2ﾃ#SI�ﾂ�28校 鼎套��6,426^ 

その他 �3��ﾕ｢�4,563^ 鉄づ�#��ﾂ�127校 �"ﾃ339�ﾂ�28,750^ 

合計 鉄�(ﾕ｢�9,654^ ��c2ﾃ#�Y�ﾂ�250校 迭ﾃ�sy�ﾂ�73,588^ 

広島市は昭和55年(1980年) 4月1日に全国で10

番目の政令指定都市となった｡さらに1985年3月に

は､佐伯郡五日市町と合併して人口が100万人を超え､

現在では全国で10番目に人口が多く､中国地方におけ

る地方中枢都市の役割を担っている｡

2.広島県と広島市の人事政策の概要

(1)採用試験について

①採用試験の実施形態

教員の採用試験は広島県と広島市が共同で実施して

いる｡このように共同実施を行っている理由は､広島

市教育委員会の説明によると､政令指定都市に指定さ

れた昭和55年(1980年)の段階では､市に単独採用が

できるノウハウがなかった点が挙げられる｡

具体的な共同実施の方法についてであるが､採用試

験の窓口はすべて広島県が担っている｡そして採用試

験の顧書である｢広島県･広島市公立学校教員採用候

補者選考試験受験廟｣に｢(14)県･市の希望｣という

欄があり｢広島県･広島市･どちらでもよい｣のいず

れかを選択する形式をとっている｡
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このように広島県が採用に関してイニシアティブを

とっているように見受けられるが､採用試験を実施す

る会場の多くは広島市の施設を使用していることや､

問題の作成は広島県と広島市が共同で行っていること

から､ある程度は広島市が関わることができる範囲は

存在するといえよう｡

政令指定都市に指定されてから20数年がたち地方

分権改革が進む中で､今後広島市で単独実施を行う予

定があるかどうかを尋ねたところ､実施する予定はな

いというC議会等で度々議論になることもあるようだ

が､県費負担教職員制度が安定している限りは実現し

ないだろうと広島市教育委員会は推測している｡さら

に採用試験だけでも多くの人手が必要となるため､広

島市だけで行うことは難しいという観測があるようで

ある｡

②採用試験の実施状況

平成19年度に広島県が実施した教員採用試験の合

格者で名簿に名前が搭載された人数は約420名であっ

た｡そのうち広島市を希望勤務地として願書を提出し

ていた割合は､小学校で37.9%､中学校は約15%で

あった｡これらの数字から鑑みると､圧倒的に｢どち

らでもよい｣を選択している人数が多いことになる｡

しかし､必ず希望通りになるとは限らない｡平成19

年度の広島市の採用予定者数は99名のうち､合格者の

中で広島市を希望したのは108名であり､9名が広島市

を希望しながらも広島県に採用された｡具体的な県と

市の割り振りの方法についてであるが､名簿に簿搭載

された段階で男女バランスや成績などを加味しながら

最終的には県と市にバランスよく配置されるように県

と市の協議で決定されるC

③教員の確保政策

広島県は過疎地域が多いことも手伝って若い人材の

流出が問題となっている｡そのため優秀な教員となる

人材を確保することについては積極的に取り組んでい

るといえる｡

取り組みの特徴は､1点目に全国7箇所で広島県と広

島市の教員採用の説明会を開いていることである｡ 2

点目は､選考のときに面接を複数回行っていることで

ある｡近年は採用の基準は人物重視となっているため

他自治体でも複数の面接を行うところもあるようであ

るが､広島県･広島市では3回面接を行っている｡具

体的には､ 1回目は校長と行政職員､民間人事担当者

の三者が面接官となる｡ 2回目は教育委員会の管理主

事が面接官となり､ 3回目は集団討論を行う｡さらに

そのあとは模擬授業を行うことで､コミュニケーショ

ンや指導力など教員に求められる資質を多様な側面か

ら見極めることで､優秀な人材の発掘を試みようとす

る姿勢をうかがうことができる｡

資料2　平成19年度採用　広島県･広島市

教員採用試験説明会日程

地域 �?ｨ鰾�会場 

広島(西部地域) 店ﾈ��I?｢�?｢��広島市西区民文化センター 

山陰地域 店ﾈ��i?｢�竰�島根大学(教養棟2号館504敬重) 

広島(東部地域) 店ﾈ�#�?｢�?｢��尾道しまなみ交流館 

LLl強地域 店ﾈ�#9?｢�竰�岡山市民会館(4階大会議室) 

九州地域 店ﾈ�#Y?｢盈ｒ�福岡県立福岡勤労青少年文化センター 

京阪神地域 店ﾈ�#i?｢粟���大阪市立青少年文化創造ステーション 

関東地域 店ﾈ�3�?｢�竰�台東区生涯学習センター 

(2)人事異動･県内人事交流について

(∋広島県の人事異動

広島県の人事異動の特徴は､平成10年を境に大きく

変化したことである｡このような変化を生じる契機と

なったのは文部省(現文部科学省)から是正措置を受

けたことが挙げられる｡具体的には､平成10年5月20

日に広島県と福山市の教育について｢法令等に照らし

て逸脱､あるいはそのおそれがあるなど不適正な実態

があり､是正を図るとともに､少なくとも3年間是正

状況を報告するよう指導を受けた｣という｡これによ

り教育内容関係については､卒業式･入学式の国旗国

歌斉唱､人権学習の内容､道徳の時間の名称などが見

直された｡また学校管理運営関係においては､教員の

勤務及び勤務時間に係る管理や主任等の命課の時期及

び人選などが変更された｡

それに伴い教員の人事異動においては､長期在職者

の解消､広域人事の推進､校種間交流や他県交流など

を推進するなど大幅な変化が生じた｡この文部省の是

正指導について広島県教育委員会は｢是正指導を受け

た項目に限らず､本県における教育全体を根底から見

直す貴重な機会となった｣と認識している｡

では具体的にどのように人事異動を行っているの

かo　まず人事異動の範囲であるが､県内を一括して

行っている｡ただし､広島県内には教育事務所が6箇

所あるが､この教育事務所内での異動が一般的である｡
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とはいえ､事務所間での異動も行われており､割合は

全体の10%程度である｡

異動の対象者であるが､ 3年未満は原則として異動

させない方針を掲げている｡そして6年目勤務からは

積極的に異動を図ることとされ､さらに10年以上勤務

している教員については特別な場合を除き原則として

異動を図るようにしている｡また､15年以上同じ市内

に勤務している教員についても積極的に異動を図るこ

とにより､地域間のバランスをとることに主眼を置い

ている｡

また､平成11年度から県外交流を行っている｡導入

の契機となったのは､先にも少し触れた文部省(現文

部科学省)から受けた是正指導である｡期間は2年間

で､平成18年度に広島県から他県-異動したのは小学

校･中学校合わせて23名(13県)､逆に他県から広島

県-異動してきたのは21名(11県)であった｡

②広島市の人事異動
一方､広島市の人事異動の対象者は同一校に5年以

上勤務する教員としている｡ただし結婚など特別な事

情がある場合は､ 5年未満でも異動することはあるよ

うである｡

③県内人事交流

広島市の特徴的な人事政策として､計画交流を行っ

ている｡これは､事務局が将来的に管理職に採用した

いと考える人材を2年間に限り､他市-異動させる｡平

成18年で他市-異動したのは､小学校では5名､中学

校では2名であった｡

では､広島県と広島市の人事交流はどのように行わ

れているのか｡県と市の人事交流について窓口となっ

ている会議が2つ存在する｡そのうちの1つは推進会

議と呼ばれる会議である｡これは､広島県と広島市の

人事に関する責任者が集まり全体の方針や採用試験な

どについて協議を行うものである｡広島県の代表者の

中心を担うのは管理部長であり､広島市の代表者の中

心を担うのは学校教育部長である｡それに対して､人

事を行う際の事務を円滑に処理するために広島県と広

島市の事務職員が集まり､事務的な協議をする会議も

開かれているが､これを担当者会議と呼んでいる｡こ

こでは広島県と広島市双方に設置されている教職員課

の職員が出席し､協議を行っている｡これらの会議は

1月から開かれすりあわせが行われるが､かなりの時
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間がかかるため大抵は3月ころまで行われている｡

(3)管理者選考･任用

まず広島県であるが､基本的には管理職試験を行っ

ている｡教頭については自薦でよいこととされている

が､12年間の経験を要し､さらに56歳以下であること

が条件とされている｡校長は市の教育委員会の推薦が

必要とされているoしかし､事務局職員から教頭や校

長-異動する場合は試験を実施していない｡

次に広島市であるが､任用資格は管理職試験にのっ

とっている｡また広島県との違いとして､民間人は登

用していないことが挙げられる｡広島市としては､授

業をすることが教員としての主な職務であるため､こ

の点から考えると民間人採用はそぐわないと考えてい

るようである｡

(4)給与決定･給与の負担について

広島市が不都合として感じている点は､市は条例の

解釈権がないことである｡要綱･要領を作成する際に

条例制定者に確認しなければならない｡特に事務所ご

とで解釈の微妙なズレがあるため､事務が遅延するこ

とがある｡また､給与条例を制定していないのでコス

ト感覚がにぶく､政策を行う際の緊急性の判断等が市

側に弱い｡

逆に広島県は､条例で縛りがかかっていることで弊

害は感じないという｡むしろ市で条例を作成するよう

になると県内でばらつきがでてしまい､一部の市に優

秀な人材が集まる恐れがあり不都合を生じるのではな

いか､と懸念を示しているD

ただ､広島市としては給与負担と人事が一致してい

るほうが望ましいと考えているようである｡

3.まとめ

最後に広島県と広島市の人事についてまとめること

にする｡広島市と広島県は採用試験は共同で実施して

いるが､人事異動のサイクルや考え方には違いがある｡

とはいえ､人事を行なう際は県と市が協議を行い､県

内の市町村に優秀な人材が偏ることがないように配慮

をしている｡

以上より､若干の考察を行なう｡冒頭でも述べたが､

本調査の目的であった､広島市が政令指定都市になっ

てもなお共同実施を行なう理由は何かという点につい
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ては､広島市と広島県の利書が一致しているからと言

えよう｡広島市が政令指定都市に昇格した当時は､採

用試験に関するノウハウがなかったことがあげられて

いたが､その後地方分権改革が進む中でそのようなノ

ウハウは穣成されていると考えるのが自然である｡そ

れでもなお広島県と共同で実施しているのは､採用試

験の窓口業務をすべて広島県が担ってくれるという点

であろう｡その背景には､広島県教育委員会が文部省

(現文部科学省)から是正措置を受けたことが要因であ

おる｡煩雑な業務はすべて広島県が担いながらも､優

秀な人材は人口規模の関係から広島市に集まりやすい

状況であると推測される｡
一方の広島県側からすれば､広島市が単独実施を行

うと優秀な人材が広島市に集中することに懸念を示し

ていることから推察すると､現状の制度がベターであ

ると考えている｡さらに人事交流という形をとること

で､広島市に勤務する優秀な人材が他市-異動し､ま

た他市に勤務する優秀な人材が広島市に異動すること

で相乗効果も期待できる｡

県と政令指定都市の関係は､地方分権改革を進める

上では重要な焦点である｡インタビュー調査などに

よって現状を実証的に把握することで､改革を進める

際には有益な示唆をえることができると思われる｡今

後は人事に限らず多様な側面から県と政令指定都市の

関係を把握する実証的な研究を行なうことが求められ

ていると言えよう｡




